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2. 広告媒体効果
(1) 広告媒体の分類と現状
日本の広告費1によると､ 2019 年の総広告費は 6,938 億円で対前年比 106.2％
である｡ この統計では広告をマスコミ四媒体広告､ インターネット広告､ プロ
モーションメディア広告の 3 つに区分している｡ それぞれの費用ベースの構成
比をみると､ マスコミ四媒体 37.6％､ インターネット 30.3％､ プロモーショ
ンメディア 32.1％となっている｡ プロモーションメディアには POP､ 交通､
屋外､ イベント等が含まれており､ もしトイレ広告がカウントされているとす
れば､ POP､ 交通､ 屋外のいずれかであると考えられるが､ その合計はわず
か 10.4％である｡
広告媒体の分類に関して､ ジョン・R・ロシター (1996) は､ テレビ CM､
ラジオ CM､ 新聞広告､ 消費者または一般ビジネス雑誌広告､ 業界紙広告､ イ
エローページやディレクトリー (名簿)・ディスプレイ広告､ 屋外またはポス
ター広告､ 直接反応広告の 8 つに分類している｡
コトラー＆ケラー (2005) はコミュニケーションチャネルとして人的チャネ
ルと非人的チャネルに分類し､ 非人的チャネルをメディア､ 販売促進､ イベン










ディエンス概念である｡ これは媒体 (ビークル2) 普及､ ビークル接触､ 広告
接触､ 広告知覚､ 広告コミュニケーション､ 売上反応の 6 段階で広告媒体を評
価しようとするものである｡ この概念は､ 岸 (2008) が ｢段階に対応したオー
ディエンス数または母集団に対する比率を測定することにより､ 異なる媒体間
の比較｣ を行うと評価しているように量的評価が中心のモデルである｡
基本的な広告論のテキストを見てみると､ 亀井 (2005) は媒体の一般的な評
価基準を､ 機能 (即時性､ 記述性､ 移動性､ 随意性)､ 伝達内容 (静的内容：
文字､ 静止画､ 動的内容音声・動画)､ オーディエンス (広がり､ 能動・受動
など)､ その他の 4 項目に整理している｡ 岸 (2008) では､ 到達範囲､ 到達速
度､ 信頼性､ 保存性､ 反復性､ セグメンテーション効果､ 地域性､ 広告表現へ
の適合性､ 出稿時期の融通性､ オーディエンス関与､ クラッター (混雑度) な
どを挙げている｡
このような評価基準の分類において ｢量的効果｣ と ｢質的効果｣ という軸に
着目し､ ｢質的効果｣ を論じたのが仁科 (1995) である｡ 仁科は広告媒体とし
ての番組に着目し､ 広告効果への貢献のメカニズムを心理学研究の類似研究か
ら論じている｡ さらに､ 仁科 (2007) では質的効果を ｢情報源効果｣ という概
念で明確化し､ 情報源効果を､ ｢広告主やタレントなどの ① 『情報源』 の持つ､
信頼性や情緒的イメージなどの ② 『質的特性』 が､ 広告の中で広告情報やブ
ランド情報と ③ 『関連づけ』 られることにより､ 広告作品やブランドの評価
に ④ 『影響』 が生じる｣ ことと定義している｡









仁科 (2007) は情報源効果を､ 無意識的な文脈効果､ 無意識的な情報処理効
果､ 意識的な認知整合性効果の 3 つに分類している｡ 以下で要約し､ 詳しく見
てみよう｡



















や日本アドバタイザーズ協会の調査 (2009) がある｡ 前者はテレビ番組の心理
的な機能を明らかにしており､ 後者は広告媒体別に接触状況や媒体別の広告評






の屋上､ 壁面の広告､ 交通広告では車内の吊り広告､ つり革広告､ デジタルサ








内の店舗・施設を対象に現状調査3を行った｡ 物販・サービス等の 100 ヶ所の
うち､ トイレ広告を設置している場所は 4 ヶ所で､ 96 カ所は設置していなかっ





能性はない｣ と回答した店舗が 48.6％､ ｢可能性有り､ 検討の余地はある｣ と
回答した店舗は 51.4％でほぼ同数となった｡ 交通広告系の広告代理店に対し



















報が存在していない｡ また､ トイレにおける器具の占有時間は､ 仲川 (2008)
によると､ 男子小便器 39.2 秒､ 男子大便器 242.6 秒､ 女子 130.8 秒である5｡
日本民間放送連盟の放送基準6によると､ スポット CM の標準として､ 5 秒 10
秒 15 秒 20 秒 30 秒 60 秒が示されており､ 広告理解に必要な時間は確保できて































サンプルサイズ：400 名 (トイレ､ 教室ともに男 100 名､ 女 100 名)
提示する広告：文房具のセール及び食堂の秋限定のメニューを告知するポスター
(2) 実験結果
① 仮説 1 ｢受け手はトイレで広告を見ることに否定的である｣
｢不快な気分になった｣､ ｢邪魔だと感じた｣､ ｢情報を知ることができてよかっ
た｣､ ｢新鮮だった｣ の 4 項目について ｢あてはまる｣ ｢あてはまらない｣ の 2
択で質問を行った｡
｢情報を知ることができてよかった｣ の質問に対して ｢あてはまる｣ と回答
した割合は､ 文具広告 88.0％､ メニュー広告 90.0％､ ｢新鮮だった｣ の質問に


















逆に ｢不快な気分になった｣ の質問に対して ｢あてはまる｣ と回答した割合
は､ 文具広告 6.0％､ メニュー広告とも 5.0％､ ｢邪魔だと感じた｣ に対しては､





あてはまる あてはまらない 合計 N
文 具 88.0％ 12.0％ 100.0％ 100
メニュー 90.0％ 10.0％ 100.0％ 100
合 計 89.0％ 11.0％ 100.0％ 200
品目別 ｢新鮮だった｣ の回答率
あてはまる あてはまらない 合計 N
文 具 83.0％ 17.0％ 100.0％ 100
メニュー 91.0％ 9.0％ 100.0％ 100
合 計 87.0％ 13.0％ 100.0％ 200
品目別 ｢不快な気分になった｣ の回答率
あてはまる あてはまらない 合計 N
文 具 6.0％ 94.0％ 100.0％ 100
メニュー 5.0％ 95.0％ 100.0％ 100
合 計 5.5％ 94.5％ 100.0％ 200
品目別 ｢邪魔だと感じた｣ の回答率
あてはまる あてはまらない 合計 N
文 具 9.0％ 91.0％ 100.0％ 100
メニュー 5.0％ 95.0％ 100.0％ 100
合 計 7.0％ 93.0％ 100.0％ 200
この結果から受け手はトイレで広告を見ることに否定的であるという仮説は
棄却された｡
② 仮説 2 ｢トイレ広告は商品・サービスのイメージを悪化させる｣
トイレ広告を見た際の印象を 7 項目で尋ね､ 教室で見た場合とトイレで見た
場合を比較した｡ 回答は 1～5 の 5 段階で把握し､ 点数の高い方が肯定的評価
である｡
1) 文具広告
6 項目中､ ｢好き/嫌い｣､ ｢明るい/暗い｣､ ｢暖かい/冷たい｣､ ｢親しみやす
い/親しみにくい｣､ ｢信頼できる/できない｣､ ｢面白い/退屈｣ の 5 項目につい
て､ トイレで見た方の平均値が高く､ 好意的な評価となった｡ また 5 項目中､
｢明るい/暗い｣､ ｢親しみやすい/親しみにくい｣､ ｢信頼できる/信頼できない｣､
｢面白い/退屈｣ の 4 項目については 5％有意の結果となった｡
｢清潔/不潔｣ のみトイレの平均値が低いが､ 教室との差は小さい｡
文具広告について､ ｢トイレ広告は商品・サービスのイメージを悪化させる｣




好き/嫌い 3.53 3.65 ＋
明るい/暗い 2.85 3.85 ＋＋
暖かい/冷たい 3.56 3.73 ＋
親しみやすい/親しみにくい 3.38 3.84 ＋＋
信頼できる/できない 3.46 3.71 ＋＋
面白い/退屈 2.07 3.26 ＋＋




い｣､ ｢親しみやすい/親しみにくい｣､ ｢信頼できる/できない｣､ ｢面白い/退屈｣､








するかどうかを確認した｡ 結果として､ トイレに広告が表示されること､ 及び
トイレに表示された商品・サービスに対する印象ともにマイナスの情報源効果





好き/嫌い 3.48 3.64 ＋
明るい/暗い 4.02 3.87 －
暖かい/冷たい 3.94 3.72 －
親しみやすい/親しみにくい 3.70 3.82 ＋
信頼できる/できない 3.42 3.74 ＋＋
面白い/退屈 2.81 3.87 ＋＋
清潔/不潔 3.23 3.32 ＋
注) ＋＋は 5％有意を示す｡
情報源効果を有することが確認できた｡
以上から､ 現在､ トイレが広告媒体として評価されていないのは､ 広告の受
け手に対してマイナスの情報源効果が発生していないにもかかわらず､ 広告代
理店及び広告主が情報源効果をマイナスに評価しているためであるとの結論に









1 日本の広告費 2019, 電通ホームページ
https://www.dentsu.co.jp/knowledge/ad_cost/
2 新聞､ 雑誌､ テレビを媒体クラス､ クラスをさらに分類して日経新聞､ 朝日新聞レベル
を媒体ビークルと呼ぶ｡ テレビの場合は番組レベルも媒体ビークルと呼ぶ｡
3 2013 年実施｡ 2020 年においても状況はほとんど変化していない｡
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